
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 ＩＣＴ活用環境整備

対応する
主な課題

④情報通信技術等を活用した教育を促進するため、離島地区の学校において通信回線及び情報通信機器等の整備を行うほか、教員のICT活用能力の
向上や教員を支援する体制を整備する必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(6)-イ 高度情報通信ネットワーク社会に対応した行政サービスの提供
施 策 ①　情報通信基盤の高度化と地域情報化の促進

施策の小項目名 ○児童・生徒の情報リテラシーの向上

3.6人

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 教育庁教育支援課 【098-866-2711】

　児童生徒の情報活用能力向上を図るため、学校において情報委教育や授業での
ＩＣＴ活用が円滑に実施できるよう環境の整備を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

4.7人
教育用コンピュー
タ1台あたりの児
童生徒数

4.5人 4.2人 3.9人

２　取組の状況（Do）

予算事業名 高等学校教育用コンピュータ整備事業

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R2年度：　県立学校５校へ、教育用コンピュータ1,439
台（内タブレット1,218台）新規整備予定。

予算事業名 特別支援学校教育用コンピュータ整備事業

主な財源 ○R元年度：　県立学校20校へ、教育用コンピュータ
2,466台（内タブレット端末1,218台）リース更新及び465
教室に無線ＬＡＮを整備した。

県単等 委託 359,602 376,910 402,002 407,294 366,515 370,469

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○R2年度：　国の補助金を活用して280台整備を検討す
る。

○R元年度：　県立学校５校へ、教育用コンピュータ375
台をリース更新した。

県単等 委託 46,202 47,624 49,405 50,433 39,794 35,113 県単等

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額

各学校のＩＣＴインフラ及び情報ネットワーク拠点の充実



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　県立学校28校へ、教育用コンピュータ2,466
台のリース更新及び新規リースを行い、29校
にタブレット端末1セット（42台）を整備し
た。加えて465教室に無線ＬＡＮを整備した。
　高等学校の普通教室に電子黒板（596台）を
整備した。また、高等学校（60校）にＩＣＴ
支援員を派遣した。

5.3人 5.1人 5.0人 4.8人
4.8人
(H30)

4.5人
(H30)

93.7%

406,309 順調

H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

　令和元年度までの整備により、一台当たり
の児童生徒数は、計画値にほぼ近い4.8人と
なった。よって、進捗は順調と判断した。
　県立高等学校60校全ての学校に無線ＬＡＮ
が整備され、教育用コンピュータの更新整備
することで、教員の児童生徒のＩＣＴ活用を
指導する能力も74.6％（全国10位）となって
おり、児童生徒に対して、「情報活用能力」
を育成する環境の整備が図られた。

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和元年度の取組改善案 反映状況

・教育用コンピュータ整備方針・整備計画に沿った整備の確実な実施を図る。

・H30年度に終期を迎える普通教室ネットワーク構築事業の成果を踏まえて、H31
年度から他事業の枠組等を活用し、継続的に県立高校へICT支援員を導入する。

・情報セキュリティガイドラインに沿ったネットワーク環境及び整備について、
教育センターと連携して検討を行う。

・教育用コンピュータ整備方針・整備計画に基づき整備を行い、県立高等学校に
おける普通教室の電子黒板整備率は、100％となった。

・普通高校（40校）及び専門高校（20校）にＩＣＴ支援員の巡回派遣を行うとと
もに、令和２年度以降の継続実施に向けて検討を行った。

・ネットワークセキュリティ向上を図るため、沖縄県教育情報ネットワーク管理
運営規程に基づき検討を行い、ネットワーク整備を行った。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・教育用コンピュータ整備方針・整備計画に沿った整備の確実な実施を図る。

・令和２年度も引き続き県立学校へＩＣＴ支援員を導入。

・情報セキュリティガイドラインに沿ったネットワーク環境の整備について、総合教育センターと連携して検討を行う。

○内部要因 ○外部環境の変化

・高等学校においては、「次期学習指導要領」「2020年代に向けた教育の情報化
に関する懇談会最終まとめ」（Ｈ28年7月）の目標達成のため、文科省が目標とし
ている普通教室のＩＣＴ環境整備ステップのＳｔａｇｅ３へ向けて、計画的な整
備の推進が求められている。

・中学校及び特別支援学校においては、ＧＩＧＡスクール構想に基づき児童生徒
１人１台端末整備が求められている。

・全国的な教育用ＰＣの整備において、取扱い面で操作性の負担が少ないタブ
レット端末の導入が飛躍的に伸びている。そのため、本県においても、タブレッ
ト型コンピュータでの整備に加え、インフラとして無線ＬＡＮ環境を普通教室か
ら特別教室に広げる事を検討する必要がある。

・為替価格の変動により、整備の際の入札額が大きく影響されることが予想され
る。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・文部科学省が示している高等学校の普通教室のＩＣＴ環境整備ステップのＳｔａｇｅ３に基づき沖縄県教育情報化推進計画で設定した整備水準（無線ＬＡＮ・大
型提示装置の常設、３クラスに１セットの可動式ＰＣの整備など）及び義務教育段階におけるＧＩＧＡスクール構想の児童生徒１人１台端末の達成に向けて、現状
の把握と必要な整備を段階的に進める必要がある。

・主体的・対話的で深い学びを進め、電子黒板、無線ＬＡＮ環境機器をより効果的に活用するために、ＩＣＴ支援員を継続して導入する必要がある。

・情報セキュリティガイドライン（文部科学省：R元年12月改訂）に合わせたネットワーク環境及び整備が求められている。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 県立学校インターネット推進事業

対応する
主な課題

④情報通信技術等を活用した教育を促進するため、離島地区の学校において通信回線及び情報通信機器等の整備を行うほか、教員のICT活用能力の
向上や教員を支援する体制を整備する必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(6)-イ 高度情報通信ネットワーク社会に対応した行政サービスの提供
施 策 ①　情報通信基盤の高度化と地域情報化の促進

施策の小項目名 ○児童・生徒の情報リテラシーの向上

100%

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 教育庁教育支援課 【098-866-2711】

　県立学校においてネットワークを効果的に活用するため、超高速インターネッ
ト接続への切り替えの推進を図る。※超高速回線とは30Mbps以上。

H29 H30 R元 R2 R3

97.4%
超高速インター
ネット接続率

98.1% 98.7% 99.4%

２　取組の状況（Do）

予算事業名 県立学校インターネット推進事業

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R2年度：　超高速インターネット回線未整備の地域へ
の整備計画の協議を継続する。

予算事業名

主な財源 ○R元年度：　超高速インターネット回線未整備の地域へ
の整備計画の協議を継続した。

県単等 委託 14,544 13,734 10,480 10,660 9,431 9,666

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○R2年度：

○R元年度：
主な財源 実施方法

R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額

県立学校の通信回線の高速化



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 超高速インターネット接続率 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　インターネットを活用した生徒の学力向上
を図ることなどを目的に県立学校については
県が通信料等を負担している。

94.8% 96.1% 96.1% 96.4%
96.4%
(H30)

98.1%
(H30)

98.0%

9,431 順調

H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

　超高速インターネット接続率は、計画値
98.1%に対して、実績値96.4％(H30年度)で計
画値にはわずかに届いていないが着実に増加
していることから順調と判断。引き続き整備
計画を推進するため関係部署と協議を継続す
る。

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和元年度の取組改善案 反映状況

・平成30年度において超高速回線が未整備である辺土名高校、宮古特別支援学校
に関しては、通信事業者に対して回線敷設を要望していく。

・辺土名高校では、末端の端末における回線速度調査を行ったところ、現在の
ADSL回線網でも十分な速度（理論値21Mbps）を得ている。
　宮古特別支援学校については、回線網を見直し、機器を入れ換える等の対応に
より回線速度の向上を図ることができた。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・令和元年度において超高速回線が未整備である辺土名高校、宮古特別支援学校に関しては、通信事業者と積極的に意見交換を行い、情報交換をしながら回線敷設
を要望し、高速化を推進していく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・沖縄県は離島へき地を多く抱えているため、高速インターネット接続率は、県
立学校のほか市町村立学校を含む公立学校全体で79.1％と、全国45位の下位グ
ループに位置する。

・平成28年10月に、本島と周辺離島を繋ぐ海底光ケーブルが施設され、既存の海
底光ケーブルと合わせることで、本島と周辺離島の回線がループ化された。今後
は、離島・へき地においても、更に面への整備に広がることにより、情報通信環
境が改善される。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・海底光ケーブルの施設による地域の光通信のインフラ整備や光通信サービスの整備状況を注視すると共に、超高速回線サービスエリア外の県立学校残り２校につ
いて超高速回線への移行を検討する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 ＩＣＴ教育研修

対応する
主な課題

④情報通信技術等を活用した教育を促進するため、離島地区の学校において通信回線及び情報通信機器等の整備を行うほか、教員のICT活用能力の
向上や教員を支援する体制を整備する必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(6)-イ 高度情報通信ネットワーク社会に対応した行政サービスの提供
施 策 ①　情報通信基盤の高度化と地域情報化の促進

施策の小項目名 ○児童・生徒の情報リテラシーの向上

100%

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 教育庁教育支援課 【098-866-2711】

　教育の情報化におけるＩＣＴ活用促進を図るため、校務の情報化に係る研修、
情報モラル教育の充実に資する研修、情報セキュリティに関する研修、学校の情
報化を推進する教育情報化推進リーダーの養成及び校内研修の充実に資する研修
の実施を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

89.8%
授業でＩＣＴを活用
できる教員の割合

92.4% 94.9% 97.5%

２　取組の状況（Do）

予算事業名 教職員研修（IT教育研修）事業

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R2年度：　ＩＣＴ活用指導力向上のための研修とし
て、夏期短期研修（17講座予定）やＩＣＴ教育研修講座
（36講座予定）を実施し、教員の資質向上につなげる。

主な財源 ○R元年度：　ＩＣＴ活用指導力向上のための研修とし
て、夏期短期研修（17講座）やＩＣＴ教育研修 講座（35
講座）を実施したことで教員の資質向上につながった。

県単等 直接実施 2,046 2,047 746 7,759 7,209 7,159

児童生徒の情報活用能力の育成や授業での情報通信技術の活用推進に向けた教員研修

情報モラル教育に関する研修の実施

教育情報ネットワークの利活用に関する研修の実施

デジタル教材開発のための長期研修の実施



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 授業でＩＣＴを活用できる教員の割合 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　教育の情報化におけるＩＣＴ活用促進を図
るため、校務の情報化に係る研修、情報モラ
ル教育の充実に資する研修、情報セキュリ
ティに関する研修、学校の情報化を推進する
教育情報化推進リーダーの養成及び校内研修
の充実に資する研修の実施を行う。

84.7% 85.9% 85.7% 76.9%
76.9%
(H30)

94.9%
(H30)

81.0%

7,209 概ね順調

H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

　文部科学省が基準を変更したため、ＩＣＴ
活用教員割合はH30計画値(94.9％)を下回って
いるものの、ＩＣＴが活用できる教員の全国
の割合(69.7%)を上回っており、概ね順調であ
ると判断できる。
　教育情報化推進講座（全公立学校各１名参
加の指定研修）として、教育情報化推進リー
ダーの養成及び校内研修につながる内容の研
修を行ったことが、教員の資質向上につな
がっていると分析している。

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和元年度の取組改善案 反映状況

・引き続き、教育情報化推進講座やICT研修講座を開催し、従来の内容に加えて、
無線LAN及びタブレット端末等のＩＣＴ機器の活用に関する内容を盛り込むこと
で、ICT教育研修の充実を図る。

・「教育情報セキュリティに関するガイドライン（H29年10月）」を踏まえた情報
モラル教育に関する研修を、総合教育センターと協力して実施する。

・各学校の管理者及び情報管理者を対象に講座を開催したことで、学校における
情報化の意識が高まると同時に、新学習指導要領において重要性が指摘されてい
る「主体的・対話的で深い学び」に対応するためＩＣＴ活用が必要であることに
ついて理解を促すことができた。

・情報担当教諭を対象に「情報セキュリティ」に焦点をあてた講座を実施した。
アンケート結果から、情報管理意識が高まったことが効果として分析できた。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・引き続き、教育情報化推進講座やＩＣＴ研修講座を開催し、従来の内容に加えて、無線ＬＡＮ及びタブレット端末等のＩＣＴ機器の活用に関する内容を盛り込む
ことで、ＩＣＴ教育研修の充実を図る。

・「教育情報セキュリティに関するガイドライン（R元年12月改訂）」を踏まえた情報モラル教育に関する研修を、総合教育センターと協力して実施する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・令和元年度までに無線ＬＡＮ環境（県立高校60校の1,912教室）、電子黒板（県
立高校の普通教室に1,136台）、タブレット端末3,492台（県立高校60校）の急速
な整備を行うことができた。
・電子黒板の整備により、授業への活用等、効果的な利用方法及び管理・運用に
ついての研修が必要となる。
・無線ＬＡＮ環境の整備により、無線ＬＡＮと教育用コンピュータを授業に活用
する方法などの研修が必要となる。

・次期学習指導要領の改定案が平成29年２月に公表され、その中で文科省の進め
る「主体的・対話的で深い学び」に向けた授業について、ＩＣＴの活用の重要性
が指摘されている。

・文部科学省より「教育情報セキュリティに関するガイドライン（R元年12月改
訂）」が示され、これまで以上に情報モラル教育の重要性が指摘されている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・電子黒板やタブレット端末を含めたＩＣＴ機器を活用することにより、「主体的・対話的で深い学び」を構築する授業への注目が集まる中で、それに対応する研
修が必要となる。

・無線ＬＡＮ環境が整備される中で、今後の運用（ＢＹＯＤなど）について検討が進む事が予想される。今後、生徒に対する情報モラルの指導について、より深い
知識と指導力が教師に求められるため、指導力向上に向けた研修が必要となる。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


